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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に
電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

株主各位

第25回定時株主総会資料
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

●  事業報告
「会計監査人の状況」
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概況」

●  連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

●  計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

（2025年１月１日～2025年12月31日）

株式会社バリューＨＲ
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 30,000千円

会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に準じた監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した
場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきま
して、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会計監査人と責任限定契約を締結しておりません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概況
①業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

イ. 当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という）の取締役及び使用人（以下
「役職員」という）の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
(ⅰ) 当社グループのコンプライアンス体制の基礎となる「企業倫理規程」に基づき、

役職員の法令・定款及び経営理念の遵守に関する指針として「コンプライアンス
行動基準」を定め、役職員への周知徹底を図る。

(ⅱ) 当社グループのコンプライアンスを推進するため、コンプライアンス担当役員と
各部門のコンプライアンス担当責任者は、コンプライアンス実践体制を構築す
る。

(ⅲ) 内部監査部門として、執行部門から独立した内部監査室を設置し、各部門のコン
プライアンス担当責任者と連携してモニタリングを実施する。

(ⅳ) 法令違反その他コンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、
内部通報体制を整備し、「内部通報規程」に基づき、その運用を行う。

(ⅴ) 監査等委員である取締役は内部監査室と連携し、当社の法令遵守体制及び内部通
報制度の運用に問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策
定を求めることができる。

(ⅵ) 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して
は、毅然とした態度で臨み、「反社会的勢力対策規程」に基づき、一切の関係を
持たない。

ロ. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行、意思決定に係る情報については、「文書管理規程」その他関
連する規程・マニュアルに基づき、適切かつ確実に検索可能な状態で保存、管理す
る。また、取締役が当該情報を求めたときは、適時にそれらを提供できる状態に管理
する。

ハ. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ⅰ) 当社グループは、必要に応じて社内規則またはガイドライン等を制定し、マニュ

アルの作成・配布、教育及び内部監査を実施して、当社グループの損失の危険を
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

回避・予防し、または管理するものとする。
(ⅱ) 緊急かつ全社的に対処する必要のある場合には、「経営危機管理規程」に基づ

き、対策本部を設置し、情報の収集・リスクの評価・優先順位・対応策など総括
的に管理を行う。また、必要に応じて顧問弁護士等第三者の助言を受け、損害の
拡大を防止し、これを最小限にとどめる体制を整える。

ニ. 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ⅰ) 経営理念を基盤に、将来の事業環境に適応していくために、事業計画に基づき、

計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明確にするとともに、月次の利益
計画を策定し、予実管理を行う。

(ⅱ) 取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、重要事
項を決定し、取締役の職務の執行を監督する。各統括部門を担当する取締役は、
取締役会において年度事業計画の進捗状況及び具体的な実行施策を報告し、効率
的な業務遂行体制を構築、実施する。

(ⅲ) 「組織規程」、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」等に基づき、取締役ごと
の役割と責任を明確化するとともに、意思決定プロセスの簡素化等により経営に
おける意思決定の迅速化を図る。また、重要事項については、取締役会の合議に
より慎重な意思決定を行う。

ホ. 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他当
社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(ⅰ) 当社のコンプライアンスポリシー（企業倫理規程、コンプライアンス行動基準）

及び内部統制システムを準用し、その周知徹底を図る。
(ⅱ) 当社子会社における重要事項は、「関係会社管理規程」に基づき、当社経営会議

または取締役会の付議事項とし、経営会議または取締役会における意思決定を通
じて、子会社における適正な経営体制の構築に努める。

(ⅲ) 監査等委員である取締役は内部監査室と連携し、当社子会社に対する内部統制体
制に関する監査を実施する。

ヘ. 監査等委員会及び監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人に関する事項
と当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び当該使
用人に対する指示の実効性確保に関する事項
(ⅰ) 監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合

は、監査等委員会の同意のもとに、補助すべき使用人として、監査計画に従い必

3



2026/02/26 17:01:17 / 25282844_株式会社バリューＨＲ_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

要な人員を配置する。
(ⅱ) 監査等委員会及び監査等委員である取締役を補助する使用人は、その職務に関し

て監査等委員である取締役の指揮命令のみに服し、取締役（監査等委員である取
締役を除く）から指揮命令を受けないこととする。

(ⅲ) 当該使用人の人事評価は監査等委員である取締役が行い、人事異動、懲戒その他
の人事に関する事項の決定には監査等委員である取締役の同意を得る。

ト. 当社グループの役職員が当社の監査等委員である取締役に報告をするための体制及
び報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
(ⅰ) 監査等委員である取締役は、監査等委員会が定める監査計画に従い、取締役会そ

の他の重要な会議に出席し、役職員から重要事項の報告を求めることができる。
(ⅱ) 役職員は、当社グループ各社の財務及び業績に重要な影響を及ぼす事項について

監査等委員である取締役に報告し、職務の執行に関する法令・定款違反、不正行
為の事実を知ったときは監査等委員である取締役に遅滞なく報告する。

(ⅲ) 当社グループは、監査等委員である取締役へ報告を行った当社グループの役職員
に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

チ. その他監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制
(ⅰ) 当社グループの役職員は、監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査に対

する理解を深め、当該監査の環境を整備するよう努める。
(ⅱ) 監査等委員である取締役は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また

内部監査室及び会計監査人と連携し、適切な意思疎通を行うことにより監査の実
効性を確保する。

(ⅲ) 取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監査等委員である取締役または監
査等委員会からの適時な報告に対して、真摯に受け止める。

(ⅳ) 監査等委員である取締役がその職務執行のために合理的な費用の支払いを求めた
時は、速やかにそれを処理する。

リ. 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループは、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に行われる体制の整備、
運用、評価を継続的に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

②業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況
　当社グループでは、上記基本方針に掲げた体制を整備し基本方針に沿った運用を行って
おりますが、その主要事項について当事業年度における概況は以下のとおりです。

イ．コンプライアンスへの取り組みについて
　コンプライアンス意識の徹底を図るべく定期的な教育を実施することとしており、当
事業年度においては、全役職員に対し、企業におけるコンプライアンスの重要性、企業
行動指針、内部通報制度、情報セキュリティなどについての教育を実施しました。
　内部監査室では、コンプライアンスを監査の重点項目とし、法令・定款・社内規程
などの遵守状況の監査に加え、会社の社会的責任の観点から業務対応が適切になされ
ているかについても確認しております。

ロ．リスクマネジメントに対する取り組みについて
　リスクマネジメントについては、経営に重大な影響を与えるリスクの選定と必要な
対策を実施することとしております。毎年、リスクの識別、分類、分析、評価を見直
し、対応策の実施状況の検証を行うこととしており、当事業年度においてもこれらを
実施いたしました。

ハ．取締役の職務執行状況について
　取締役会は社外取締役５名を含む取締役９名で構成され、当事業年度において、取
締役会は15回開催され、当社取締役会規程に定める重要事項の決定、並びに経営全般
にわたる問題への対応、検討を行っております。また、経営会議が毎月開催され、各
事業本部から業務進捗の報告がなされるとともに、リスク情報や問題提起に対する検
討、解決に向けた意思決定を行っております。

ニ．監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査の状況について
　監査等委員である取締役は経営会議及び取締役会へ出席することにより、取締役の
職務執行が適切になされているかを確認しております。監査等委員会は、当事業年度
において12回開催し、内部監査室、会計監査人と定期的にミーティングを行い、情報
や課題を共有しています。

ホ．財務報告の信頼性確保の取り組みについて
　内部監査室が、各業務プロセスにおける内部統制の有効性を評価し、その評価結果
については会計監査人が点検して必要な改善を指摘しております。これら活動を通
じ、社内各部門に対し内部統制システムの重要性と遵守の意識徹底を図りました。
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連結株主資本等変動計算書

(2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本 その他の包括利益累計額

新 株
予約権

非支配
株 主
持 分

純資産合計
資 本 金 資 本 剰

余 金 利益剰余金 自己株式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当連結会計年度
期 首 残 高 2,032,061 2,256,730 3,417,884 △1,078,054 6,628,621 34,660 34,660 23,469 3,115 6,689,866

当連結会計年度
変 動 額

新 株 の 発 行 3,255 3,255 6,511 6,511

剰余金の配当 △699,528 △699,528 △699,528

親会社株主に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

629,022 629,022 629,022

自己株式の取得 △478,567 △478,567 △478,567

自己株式の処分 35,485 516,840 552,325 552,325

株主資本以外の
項目の当連結会
計 年 度 変 動 額
( 純 額 ）

201,946 201,946 △961 △248 200,737

当連結会計年度
変 動 額 合 計 3,255 38,740 △70,506 38,272 9,763 201,946 201,946 △961 △248 210,500

当連結会計年度
末 残 高 2,035,317 2,295,471 3,347,377 △1,039,781 6,638,384 236,607 236,607 22,508 2,867 6,900,367

連結株主資本等変動計算書

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称 ㈱バリューネットワークス

㈱バリューヘルスケア
㈱バリューＨＲベンチャーズ
㈱健診予約.com
オンライン・ドクター㈱

　当社はすべての子会社を連結しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない関連会社の数　２社

会社等の名称 ㈱ニュートリション・バランス
バリューＨＲベンチャー１号ファンド有限責任事業組合

（持分法を適用していない理由）
　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か
ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度に関する事項
すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用
しております。

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ
時価法によっております。
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連結注記表

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産(リース資産を除く)

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～38年
機械及び装置 10年
その他（工具器具備品） ３年～15年

ロ．無形固定資産
　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

ハ．リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
株式給付引当金

　株式交付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株
式給付債務の見込額に基づき、株式給付引当金を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
　当社グループの主要なサービスにおける主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の
通りであります。

イ．バリューカフェテリア事業
　バリューカフェテリア事業では、自社開発したバリューカフェテリア®システムを用いて、健康保
険組合の保健事業（福利厚生事業）の総合的な運営支援ならびに企業の健康管理支援、福利厚生の
省力化と健康経営の実施支援サービスを提供しております。また、当事業は健康管理に付随する事
務代行サービス、並びに健診機関への業務支援サービス等を提供しております。
　システム等の利用料につきましては、月額で請求するものと複数月単位で請求するものがあり、
複数月にわたる利用料は、当該期間に従い履行義務が充足されるため、当該期間で按分し収益を認
識しております。
　福利厚生事業におけるカフェテリアプランの提供につきましては、カフェテリアプランを利用し
た顧客とベンダーの間の手数料収入であり、顧客の購買時に履行義務が充足されるため、当該時点
で収益を認識しております。
　健康管理に付随する事務代行サービス、並びに健診機関への業務支援サービス等につきまして
は、業務完了時に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な
金融要素は含まれておりません。
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ロ．ＨＲマネジメント事業
　ＨＲマネジメント事業では、健康保険組合の新規設立・分割・合併支援のコンサルティング、Ｂ
ＰＯサービス（健康保険組合等からの業務受託収入）及び人材派遣等のサービスを提供しておりま
す。
　コンサルティング業につきましては、コンサルティング業務提供期間につれて履行義務が充足さ
れるため、契約書の契約期間に基づき期間按分し収益を認識しております。
　ＢＰＯサービスにつきましては、BPO業務提供につれて履行義務が充足されるため、当該提供時
点で収益を認識しております。
　人材派遣業につきましては、労働者派遣期間につれて履行義務が充足されるため、当該時点で収
益を認識しております。
　なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な
金融要素は含まれておりません。

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書
類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適
用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計期間及び前連結会計年度については遡及
適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計期間及び前連結会計年
度の連結計算書類への影響はありません。
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建物及び構築物 1,919,128千円
土地 6,238,537千円

計 8,157,665千円

一年内返済予定の長期借入金 324,528千円
長期借入金 4,624,524千円

計 4,949,052千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 1,482,526千円

一年内返済予定の長期借入金 324,528千円
長期借入金 4,624,524千円

計 4,949,052千円

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

⑶　財務制限条項
当連結会計年度の借入金のうち、当社のシンジケーション方式タームローン契約（極度額6,500,000千

円)には以下の財務制限条項が付されております。
①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前

の決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表における純資産の部の金額又は2017年12月に終了
する決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方
の75％の金額以上に維持する。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないよう
にする。

財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。
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決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年２月13日
取 締 役 会 普通株式 347,777 13.0 2024年12月31日 2025年３月12日

2025年８月14日
取 締 役 会 普通株式 351,750 13.0 2025年６月30日 2025年８月18日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年２月12日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 351,750 13.0 2025年12月31日 2026年３月12日

新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 393,500株

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　27,394,200株
（注）発行済株式数は、新株予約権の権利行使による新株発行により5,600株増加しております。

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

（注）１. 2025年２月13日取締役会決議による配当金の総額には、従業員株式給付信託の信託財産として株
式給付信託が保有する当社株式105,600株に対する配当金1,372千円が含まれております。

　　　２. 2025年８月14日取締役会決議による配当金の総額には、従業員株式給付信託の信託財産として株
式給付信託が保有する当社株式354,400株に対する配当金4,607千円が含まれております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）2026年２月12日取締役会決議による配当金の総額には、従業員株式給付信託の信託財産として株式給
付信託が保有する当社株式350,000株に対する配当金4,550千円が含まれております。

⑶　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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5．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

又、一時的な余資は、主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリ
スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びリスク
営業債権である売掛金、リース投資資産及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業保証金は、取引先等との契約に基づくものであり、取引先等の信用リスクに晒されておりま
す。
敷金保証金は、事務所の賃貸借契約に基づくものであり、差入先の信用リスクに晒されておりま
す。
営業債務である買掛金、未払金、預り金及び営業預り金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日

であります。
借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的と

したものであり、返済日は最長で決算日後4年であります。
③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等のリスク）の管理
当社は、営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、販売管理規程に従い、取引相手ごと
に与信限度額を設定しております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用
リスクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（株価や金利等の変動リスク）の管理
当社は、投資有価証券については主に業務上の関係を有する株式及び余資運用の株式・債券等を

保有しており、定期的に時価の把握を行っております。
デリバティブ取引は、管理規程に従い、管理本部長の起案により、取締役会で承認されたものの

みを実行するものとし、経理担当者が取引、残高管理、期間損益や時価評価等の損益管理、各種リ
スク管理を行います。
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連結貸借対照表計上額
（＊）

時 価
（＊） 差 額

⑴ リ ー ス 投 資 資 産 65,836　千円 62,302　千円 △3,534　千円

⑵ 投 資 有 価 証 券 1,480,206 1,480,206 －

⑶ 営 業 保 証 金 19,750 19,750 －

⑷ 敷 金 保 証 金 182,079 178,048 △4,030

⑸ 長期借入金（１年内に返済する
長 期 借 入 金 を 含 む 。 ） △5,014,134 △4,889,793 124,340

⑹ リース債務（１年内に返済する
リ ー ス 債 務 を 含 む 。 ） △71,476 △69,667 1,808

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 12,095　千円

④　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、経理担当者が適時に資金繰表を作成するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リ

スクを管理しております。
⑤　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定した価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、含まれておりません（(注)参照）。ま
た、現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金、未払法人税等、契約負債、預り金、営業預り
金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し
ております。

（＊）負債に計上されているものについては、△で表示しております。

(注)市場価格のない株式等

これらについては、「⑵投資有価証券」には含めておりません。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 1,480,206 － － 1,480,206

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース投資資産 － 62,302 － 62,302
営業保証金 － － 19,750 19,750
敷金保証金 － 178,048 － 178,048
長期借入金（１年内に返済
する長期借入金を含む。） － △4,889,793 － △4,889,793

リース債務（１年内に返済
するリース債務を含む。） － △69,667 － △69,667

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における調整されていない相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度末残高

賃貸等不動産として使用される部
分を含む不動産 8,179,303千円 8,952,887千円

リース投資資産
　リース投資資産の時価は、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローを、同様の新規取引を行った場
合に想定される利率により割り引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。

営業保証金
　営業保証金については、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価と
しており、レベル３の時価に分類しております。

敷金保証金
　敷金保証金については、償還予定時期を見積もり、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する
国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。

長期借入金（１年内に返済する長期借入金を含む。）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務（１年内に返済するリース債務を含む。）
　リース債務の時価は、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローを、同様の新規取引を行った場合に想
定される利率により割り引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。

6．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都に本社ビル（土地を含む）を所有しております。一部のフロアを賃貸しているため、賃
貸等不動産には自社で使用している部分も含めております。

当該賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度末の時価は、次のとおりです。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」に基づく金

額によっております。なお、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重
要な変動が生じていない場合については、当該評価額によっております。
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連結注記表

（単位：千円）
報告セグメント

その他 連結計算書類
計上額バリューカフ

ェテリア事業
ＨＲマネジメン

ト事業 計

売上高
カフェテリア 1,877,512 － 1,877,512 － 1,877,512
ヘルスケアサポート 6,209,111 － 6,209,111 － 6,209,111
健保運営事業等サービス － 1,667,844 1,667,844 － 1,667,844
顧客との契約から生じる収益 8,086,624 1,667,844 9,754,469 － 9,754,469
その他の収益　(注) 170,869 142,983 313,852 － 313,852
外部顧客への売上高 8,257,494 1,810,828 10,068,322 － 10,068,322

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 622,420千円 857,382千円

契約負債 476,043千円 521,058千円

7．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入等であります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷　会計方針に関する事項　
④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　当連結会計年度に認識した収益のうち、当連結会計年度の期首の契約負債に含まれていた金額は、
472,770千円です。

② 残存履行義務に配分された取引価格
　当社グループでは、予想契約期間が1年を超える重要な契約はありません。
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⑴　１株当たり純資産額 257円41銭
⑵　１株当たり当期純利益 23円54銭

８．１株当たり情報に関する注記

9．その他の注記
(ストック･オプション等関係)

ストック･オプションに係る当初の資産計上額及び科目名
現金及び預金　11,525千円
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連結注記表

第20回
新株予約権

第22回
新株予約権

第23回
新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役   4名 当社取締役   9名

当社取締役   9名
当社従業員   2名 当社従業員   5名

ストック・オプションの目的となる

株式の種類及び数（注）1、6
普通株式
22,000株

普通株式
50,100株

普通株式
344,000株

付与日 2021年4月1日 2023年３月1日 2024年5月1日

権利確定条件 （注）2、3 （注）2、4 （注）5

対象勤務期間
2021年 4 月 1日から権利
確定日まで

2023年 ３月 1日から権利
確定日まで

―

権利行使期間
自　2023年 4 月1日 自　2024年 3月1日 自　2024年 5月1日

至　2028年 3月31日 至　2029年 2月28日 至　2034年 ４月30日

⑶　ストック･オプションの内容、規模及び変動状況
①　ストック・オプションの内容

（注）１. 株式数に換算して記載しております。
２. 新株予約権者は、新株予約権付与時より権利行使時までの間継続して当社又は当社の関係会社の

取締役、監査役又は使用人等であることを権利確定条件としております。
３. 新株予約権者は、2021年12月期にかかる当社が提出した有価証券報告書に記載される監査済の

当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）において、営業利益が
940百万円以上の場合、本新株予約権を行使することができるものとしています。なお、国際財
務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、当社は、
合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとしています。

４. 新株予約権者は、2023年12月期にかかる当社が提出した有価証券報告書に記載される監査済の
当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）において、営業利益が
1,300百万円以上の場合、本新株予約権を行使することができるものとしています。なお、国際
財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、当社
は、合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとしています。
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連結注記表

５. 新株予約権者は、新株予約権の割当日から行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所にお
ける当社普通株式の普通取引終値の１ヶ月間（当日を含む21取引日）の平均値が一度でも行使
価額に40％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行
使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとしています。但し、次に掲げる
場合に該当するときはこの限りではありません。
（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
（b）当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していな

かったことが判明した場合
（c）当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされ

ていた事情に大きな変更が生じた場合
（d）その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場

合
６. 当社は、2022年４月１日付で普通株式1株につき２株の株式分割を行いましたので、「ストッ

ク・オプションの目的となる株式の種類及び数」は調整されております。
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第20回 第22回 第23回
新株予約権（注） 新株予約権 新株予約権

権利確定前　（株）
前連結会計年度末 － － －
付与 － － －
失効 － － －
権利確定 － － －
未確定残 － － －

権利確定後　（株）
前連結会計年度末 7,000 48,100 344,000
権利確定 － － －
権利行使 3,600 － 2,000
失効 － － －
未行使残 3,400 48,100 342,000

第20回 第22回 第23回
新株予約権（注） 新株予約権 新株予約権

権利行使価額　（円） 799 1,650 1,337

行使時平均株価　（円） 1,480 － 1,527

付与日における公正な評
価単価　（円）

53,300 44,200 100

②　ストック・オプションの規模及び変動状況
　当連結会計年度（2025年12月期）において存在したストック･オプションを対象とし、ストック・
オプションの数については、株式数に換算しております。

イ．ストック・オプションの数

（注）2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行いましたので、当該分割後の株式数に換
算して記載しております。

ロ．単価情報
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（注）2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行いましたので、当該分割後の価格に換算
して記載しております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、従業員に対するインセンティブ・プランの一環として、当社の中長期的な業績の向上及び企業
価値の増大への当社従業員の貢献意欲や士気を高めることを目的として、本制度を導入することといたし
ました。

⑴　取引の概要
　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社取締役会で定め
る株式給付規程（以下、「株式給付規程」という。）に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し当
社株式を給付する仕組みです。
　当社は従業員に対し、株式給付規程に基づき業績達成度等に応じてポイントを付与し、一定の条件に
より受給要件を満たした場合には、当該付与ポイントに相当する当社株式及び当社株式の時価相当額の
金銭を給付します。なお、当該信託設定に係る金銭は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありま
せん。
　本制度の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的利益を享受することができるため、
株価を意識した業務遂行を促すとともに、勤労意欲を高める効果が期待できます。また、本信託の信託
財産である当社株式についての議決権行使は、受益者候補である従業員の意思が反映されるため、従業
員の経営参画意識を高める効果が期待できます。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に
自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、
542,863千円、350,000株であります。
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株主資本等変動計算書

(2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計資 本 準 備 金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首
残 高 2,032,061 2,013,993 242,737 2,256,730 3,011,184 3,011,184 △1,078,054 6,221,921 34,660 34,660 23,469 6,280,051

当 期 変 動 額

新 株 の
発 行

3,255 3,255 3,255 6,511 6,511

剰 余 金
の 配 当 △699,528 △699,528 △699,528 △699,528

当 期 純
利 益 889,973 889,973 889,973 889,973

自 己 株 式
の 取 得 △478,567 △478,567 △478,567

自 己 株 式
の 処 分 35,485 35,485 516,840 552,325 552,325

株 主 資
本 以 外
の 項 目
の 当 期
変 動 額
( 純 額 )

201,946 201,946 △961 200,985

当 期 変 動
額 合 計 3,255 3,255 35,485 38,740 190,445 190,445 38,272 270,714 201,946 201,946 △961 471,700

当 期 末
残 高 2,035,317 2,017,248 278,222 2,295,471 3,201,629 3,201,629 △1,039,781 6,492,636 236,607 236,607 22,508 6,751,751

株主資本等変動計算書

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
　イ．子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
　ロ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用
しております。

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物（附属設備）　　３年～38年
構　　築　　物　　　10年～20年
機械及び装置　　　　　　　10年
工具器具備品　　　　３年～15年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）を採用しておりま
す。

③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっております。
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⑶　引当金の計上基準
株式給付引当金

　株式交付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債
務の見込額に基づき、株式給付引当金を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社の主要なサービスにおける主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の通りであり
ます。

イ．バリューカフェテリア事業
　バリューカフェテリア事業では、自社開発したバリューカフェテリア®システムを用いて、健康保
険組合の保健事業（福利厚生事業）の総合的な運営支援ならびに企業の健康管理支援、福利厚生の省
力化と健康経営の実施支援サービスを提供しております。また、当事業は健康管理に付随する事務代
行サービス、並びに健診機関への業務支援サービス等を提供しております。
　システム等の利用料につきましては、月額で請求するものと複数月単位で請求するものがあり、複
数月にわたる利用料は、当該期間に従い履行義務が充足されるため、当該期間で按分し収益を認識し
ております。
　福利厚生事業におけるカフェテリアプランの提供につきましては、カフェテリアプランを利用した
顧客とベンダーの間の手数料収入であり、顧客の購買時に履行義務が充足されるため、当該時点で収
益を認識しております。
　健康管理に付随する事務代行サービス、並びに健診機関への業務支援サービス等につきましては、
業務完了時に履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な金
融要素は含まれておりません。

ロ．ＨＲマネジメント事業
　ＨＲマネジメント事業では、健康保険組合の新規設立・分割・合併支援のコンサルティング、ＢＰ
Ｏサービス（健康保険組合等からの業務受託収入）及び人材派遣等のサービスを提供しております。
　コンサルティング業につきましては、コンサルティング業務提供期間につれて履行義務が充足され
るため、契約書の契約期間に基づき期間按分し収益を認識しております。
　ＢＰＯサービスにつきましては、ＢＰＯ業務提供につれて履行義務が充足されるため、当該提供時
点で収益を認識しております。
　人材派遣業につきましては、労働者派遣期間につれて履行義務が充足されるため、当該時点で収益
を認識しております。
　なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、重要な金
融要素は含まれておりません。
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建物 1,919,128千円
土地 6,238,537千円

計 8,157,665千円

一年内返済予定の長期借入金 324,528千円
長期借入金 4,624,524千円

計 4,949,052千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 1,473,221千円

一年内返済予定の長期借入金 324,528千円
長期借入金 4,624,524千円

計 4,949,052千円

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

⑶　財務制限条項
当事業年度の借入金のうち、当社のシンジケーション方式タームローン契約（極度額6,500,000千円)に

は以下の財務制限条項が付されております。
①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前

の決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表における純資産の部の金額又は2017年12月に終了
する決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方
の75％の金額以上に維持する。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないよう
にする。

財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。
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個別注記表

　　短期金銭債権 37,345千円
　　短期金銭債務 325千円

売　上　高 92,812千円
仕　入　高 249千円
営業取引以外の取引高 351,533千円

繰延税金資産
減価償却費 26,594千円
敷金保証金償却額 17,782千円
未払費用 5,622千円
未払事業税 16,493千円
従業員株式給付引当金 29,542千円
投資有価証券評価損 30,806千円
関係会社株式 2,119千円
その他 12,877千円

繰延税金資産合計 141,838千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △108,905千円
その他 △136千円

繰延税金負債合計 △109,041千円
繰延税金資産の純額 32,795千円

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　686,496 株
（注）当事業年度末における自己株式数のうち、従業員向け株式給付信託にかかる信託口が所有する

株式数は、350,000株であります。

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株式会社バリュ
ー ヘ ル ス ケ ア 所有　直接100％ 役員の兼任

配 当 金 の 受
取 150,000 － －

資金の返済 180,000
短期借入金 －

資金の借入 －

子 会 社 株 式 会 社 健 診
予 約 .  c  o  m 所有　直接100％ 役員の兼任 配 当 金 の 受

取 200,000 － －

⑴　１株当たり純資産額 251円95銭
⑵　１株当たり当期純利益 33円31銭

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

８．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための情報について、連結注記表「収益認識に関する注記」に同
一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

9．１株当たり情報に関する注記

以　上
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